
1 

 

別添１ 
 

 

 

厚生労働科学研究費補助金 

新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業 

 
 

 

 

 

 

 

地域における感染症対策に係るネットワーク

の標準モデルを検証・推進するための研究

（ 20HA1001 ） 
 

 

 

 

令和３年度 総括・分担研究報告書 

 

研究代表者 宮入 烈 
 

 

 

 

令和 4（2022）年 5月 



2 

 

別添２ 

目 次 
 Ｉ．総括研究報告 

地域における感染症対策に係るネットワークの標準モデルを検証・推進するための研究 

----------------------------- 3 

宮入 烈  

     

II．分担研究報告 

1. 地域における感染症対策に係る地域ネットワークの兵庫モデルの検証と展開                                

------------------------------ 8 

笠井 正志  

 

2. ナショナルデーターベースを用いた本邦における小児の内服抗菌薬の使用実態に関する

研究                                       ----------------------------- 23 

岩元 典子  

 

3. 本邦小児における小児抗菌薬適正使用支援加算が抗菌薬処方に与えた影響に関する検討 

                                      ----------------------------- 27 

宇田 和宏 

 

4. 休日夜間急患センターにおける抗菌薬処方状況集計ツールの開発 

                                     ----------------------------- 31 

明神 翔太  

 

 

 III．研究成果の刊行に関する一覧表  --------------------------------------- 53 



3 

 

厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 

令和３年度 総括・分担研究報告書 

 

地域における感染症対策に係るネットワークの標準モデルを検証・推進するための研究 

 

研究代表者 宮入 烈 （浜松医科大学小児科学講座 教授） 

研究要旨  

薬剤耐性菌（AMR）による感染症は、生命予後に直結する重要な懸案事項である。2016

年の AMR アクションプランが制定されたことをうけ、当研究班では小児の一次診療現

場を中心とした抗菌薬適正使用推進の方策を検討してきた。まずは、全国データベースの

解析により、気道感染症に対する処方が全抗菌薬処方の 8 割以上を占めることを確認し

た。その適正化のために「抗微生物薬適正使用の手引き」の作成に携わった。また外来に

おける抗菌薬処方の方策を複数提案した。2021年度はこれまで実施した対策の評価を行

い、アクションプラン発足後の 2017-2018年は 2011-2012年に比べて小児に対する抗菌

薬処方が 18.7%低下していること、小児に対する処方の過半数が小児科以外の診療科で

締められること、小児抗菌薬適正使用加算を導入した施設で 176 DOTs/1000 visitor 減

少したことが確認された。これらの成果は診療報酬改定にも反映され、加算の適応年齢拡

大や耳鼻科を対象とした加算が新設された。地域において AMR 対策を普及させるため

のモデルとして兵庫県の複数の急病センターで行政と一体となった運用を開始したとこ

ろ、抗菌薬の処方率は 15％程度から 5％程度に低下し狭域抗菌薬使用の割合も上昇した。

今後は耳鼻科を始めとした多科を含め地域において行政と医療機関が一体となり継続可

能なプログラムを構築する必要がある。更にこれを円滑に実施するためのシステムおよ

び、微生物学的なアウトカムを含めた評価指標の構築にむけ検討を行った。 

 

研究分担者 

宇田和宏（東京都立小児総合医療センター） 

木下典子（国立国際医療研究センター） 

笠井正志（兵庫県立こども病院） 

研究協力者 

明神翔太（国立成育医療研究センター） 

大竹正悟（兵庫県立こども病院） 

 

Ａ. 研究目的 

2016年の薬剤耐性菌（AMR）アクション

プランに則り、各種対策がとられてきた。本

研究班では過去数年にわたり、地域の一次

医療機関における経口抗菌薬適正使用を推

進する手法を開発し実施してきた。本研究

の目的は、①抗菌薬処方の現状を把握し、②

AMRアクションプランの効果を検証し、③

休日夜間急患センター（急患センター）と保

健所を中心に行政とプライマリケア従事者

が綿密に連携する地域感染対策ネットワー

クを確立し、④全国に展開し処方量や耐性

菌検出率を比較検討することで抗菌薬適正

使用の評価指標を確立させることである。 

 

Ｂ. 研究方法 
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地域における持続可能な AMR 対策を推

進するために、急患センターで調査・介入を

行う。その結果を地域に還元し、さらに標準

モデルとして全国に展開するために、以下

の計画を実施した。 

① 抗菌薬処方状況の調査（宮入・木下・宇

田・笠井・明神・大久保） 

全国の小児の内服抗菌薬の詳細な処方動

向を調査し、加算導入による影響について

NDBを用いて評価する。 

 

② 継続可能で汎用性の高いシステムの構

築（笠井・大竹・明神） 

これまでの我々の取り組みにより、急患

センター中心としたネットワークにおいて

既にモニタリングとフィードバックの効果

があらわれている地域（兵庫県神戸市・姫路

市）では、同様の取り組みを継続する。更に

保健所など行政が関与する方策を導入し、

持続可能性を高める試みや実現可能で汎用

性の高いシステムを構築する。その他、研究

協力者のいる他地域でも導入を開始する。

また併せて抗菌薬適正使用について市民へ

の啓発活動を行う。 

 

③ 全国の急患センターの施設背景と診療

実態の把握とフィードバック（笠井・大竹） 

 急患センターは施設により運営母体が異

なり、医師や他職種の出務形態、採用抗菌薬

や後送病院の有無など施設背景も多様であ

る。まずは全国の急患センターのリストア

ップや各施設にアクセスする方法を検討す

る。各急患センターの運営母体となる組織

に一次調査票を送付し、研究協力が得られ

る場合には各急患センターの施設背景や診

療実態の調査を行う。 

  

④ 抗菌薬処方状況集計ツールの開発（宮

入・明神・日馬） 

複数地域の急患センターにおける抗菌薬

処方状況を統一した方法で簡易に集計する

ためのツールの存在が必要であるこれによ

り、開発研究者だけでなく行政・各施設の出

務医師や一般市民なども容易に処方状況を

確認できるようなアプリケーションの新規

開発を目指す。 

 

Ｃ．結果 

① 抗菌薬処方実態の把握 

AMR 対策アクションプランの策定前と

策定後の小児の全国の経口抗菌薬使用量の

変化を詳細に評価した。抗菌薬使用量

(AMU: Antimicrobial Usage)の変化は、年

齢によって異なっていた。具体的には、8 歳

以下の患者では使用量が減少し、15 歳以上

の患者では増加した。 第 2 に、病院、診療

所ともに、2016 年以降は、抗菌薬の処方は

減少する傾向にあった が病院の処方がよ

り低下した。第 3 に、パイロットエリアの

調査では、小児外来経口抗菌薬全体の 35%

が耳鼻科医院で処方され、8%が皮膚科医院

で処方されていることが 明らかになった。

両診療科医院からの抗菌薬処方は 2011 年

から 2018 年にかけて増加する傾向にあっ

た。 

 

② AMR対策の有効性の検証 

2018年 4月からは政策として「小児抗菌

薬適正使用支援加算（以下、ASP加算）」が

開始された。我々は 2016年 4月から 2019

年 3 月でのレセプト情報・特定健診等情報

データベース（NDB）を用いて、感染症関
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連病名で受診した 1 歳未満の患者群を抽出

し ASP 加算の導入頻度を調査した。また、

3 年間の推移を追い、ASP 加算の導入群と

非導入群に分けて、抗菌薬処方、呼吸器系薬

剤の処方、入院率、時間外受診の変化を検討

した。全体で ASP加算は 29%で導入され、

4.8%から 45.5%と都道府県毎にばらつきが

見られた。抗菌薬処方は ASP加算の導入前

後で 176 DOTs/1000 visitor の減少が見ら

れた。一方で、その他の薬剤処方、入院率、

時間外受診については増加しなかった。

ASP加算は比較的安全に抗菌薬適正使用を

推進する政策となりうることが示唆された。 

 

③ 急病センターにおける AMR 対策の推

進 

我々は薬剤耐性菌対策として、休日・夜間

急病センター(以下、急病センター) におけ

る抗菌薬適正使用に着目し取り組みを続け

ている。令和 3 年度は以下に取り組んだ。

1 つ目は兵庫県内 3 施設に加え全国の急病

センター5施設をコア施設として 2016年 4

月から 2019年 12月の抗菌薬処方動向を調

査した。小児への外来抗菌薬処方率は全施

設で低下し 4〜9%に至ったが、第 3世代セ

ファロスポリン系抗菌薬処方率の施設間差

と急病センターにおける成人への抗菌薬処

方率が今後の課題となることが示唆された。

2 つ目は調査する抗菌薬及び診療科を変更

した。(i)神戸市ではそれ以外の抗菌薬の処

方動向,(ii)姫路市では耳鼻咽喉科における

抗菌薬処方動向調査に注目した。神戸の

Amoxicillin indexは 53.3%であったが、そ

のうち適正に使用されたのは 32.3%であり

狭域抗菌薬の適正使用が課題と考えた。耳

鼻咽喉科では第 3 世代セファロスポリン系

からアモキシシリンへの処方選択変化を認

め、今後要因について検討していく。 

④ 市民教育モデルの検証 

神戸市こども家庭局の協力のもと 2021

年 4 月から乳児健診案内に保護者に対する

抗菌薬適正使用に関する意識調査を同封し

583 件の回答を得た。1 歳 6 か月まで抗菌

薬を処方されたと 63%が回答し、全体の 7%

が医師に抗菌薬処方を希望したことがある

と回答した。抗菌薬に関する知識について

は「抗生物質がウイルスを減らすと思う」と

48%が回答し、「抗生物質が風邪症状を治す

と思う」と 30%が回答した。今後は 4か月・

9 か月健診に同封したリーフレットの効果

を検証していく。 

  

⑤ 抗菌薬集計ツールの構築 

休日夜間急患センターにおける抗菌薬の処

方状況を簡易かつ正確に集計することができ

るように、各施設が保有するレセプトコンピ

ュータから出力される医科レセプトデータを

解析し、任意の方法で集計結果を表示するこ

とができるソフトウェアの開発を行なった。

昨年度はサンプルデータを用いてのベータ版

の作成までの計画とし、今年度は実際の生デ

ータを用いての完成と運用開始を目指した。

運用にあたり、協力施設での導入テストを行

った結果、①生データの匿名化を行うために

医療事務担当者に個別の手順を示す必要があ

ること、②包括診療を適用している施設にお

いては 6 歳未満の患者のデータがレセプトデ

ータから抽出できないことがわかった。集計

結果の運用自体は検証が完了したものの、施

設ごとのレセプトコンピュータ運用状況およ
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び包括診療適用の状況に応じて集計方法を修

正する必要があることから次年度においては

協力施設への導入支援を中心に据える。 

 

Ｄ. 考察 

・これまで我々は、小児感染対策を推進す

るため抗菌薬適正使用と感染対策に重点を

置き、ナショナルデータベース（NDB）を

利用しての疫学研究を行なった。東京多摩

地区と世田谷地区、兵庫地区をモデル地区

に設定し、それぞれの地域内でネットワー

クを形成しモデル地域で AMR 対策を推進

するための手順を確立し、「抗微生物薬適正

使用の手引き（第二版）」（厚生労働省健康局

結核感染症課発行）を作成してきた。小児抗

菌薬適正使用加算の導入もあり全体として、

小児における抗菌薬の処方は顕著に減少し

ており、一定の成果をあげていることが確

認された。その一方で、他の診療科において

処方傾向に改善が認められないことをうけ

て、2022年度に耳鼻咽喉科小児抗菌薬適正

使用加算などが導入されたことは研究班全

体としての成果と考えられる。 

・我が国の現行の医療制度下で、プライマ

リケアの場における感染症対策に最も効果

的にアクセスする方法として、急患センタ

ーに着目した。急患センターはその地域の

プライマリケアに従事する医師・看護師・薬

剤師などが交代で出務することで運営され、

2012 年時点で同様の施設が全国に 556 箇

所存在する。そこで 2017年より兵庫県の神

戸こども初期急病センター、姫路市休日夜

間急病センターにおける小児に対する抗菌

薬処方に伴う問題点抽出と、処方状況のモ

ニタリング、出務医師に対するフィードバ

ックを始めとした教育的な介入を行なった。

両施設ともに抗菌薬処方数・受診者に対す

る抗菌薬処方割合は順調に低下し、処方内

容も適正化できた。直接の介入を行った施

設においては、第 3 世代セフェムの大幅な

減少が認められ、このモデルのもつ可能性

を示すものであった。 

・同様の取り組みは全国の他地域における

急患センターで診療科を問わず展開するこ

とができると考えられた。またそれぞれの

地域において保健所などの行政が中心とな

ることで、より地域包括的に抗菌薬適正使

用を進め、地域のプライマリケアや市民に

教育的波及効果を得ることができることも

期待できる。その方法論と評価指標の確立

を目標として、抗菌薬集計ソフトの開発を

進めてきたが、包括診療を行っている休日

診療所ではデータの抽出が出来ないことが

判明し使用量モニタリングにおける問題点

として浮上した。 

 抗菌薬処方の制限が、耐性菌出現に与え

る影響、あるいは過度の処方抑制による感

染症予後などの主要なアウトカムに与える

影響については今後の課題であると考えら

れた。 

E.結論 

小児の一次診療を軸とした取り組みによ

り、全国レベルで抗菌薬処方の減少が認め

られている。更なる進展の為には小児にか

かわる他の診療科との協働やシステムの開

発、評価指標の開発が必要と考えられた。 

 

Ｆ.健康危険情報 

なし 

 

Ｇ. 研究発表  

別添５参照 
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Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況  

1. 特許取得 ：なし  

2. 実用新案登録 ：なし  

3. その他 ：なし  
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厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 

令和 3年度 分担研究報告書 

 

本邦小児における小児抗菌薬適正使用支援加算が抗菌薬処方に与えた影響に関する検討 

研究分担者 宇田 和宏 （岡山大学病院 小児科） 

 

研究要旨 

薬剤耐性菌対策は喫緊の課題であり、日本政府は薬剤耐性(AMR, antimicrobial resistance)対策ア

クションプランで内服使用量を 50％削減することを目標に掲げた。小児は感染症に罹患する機

会が多く、内服抗菌薬処方の対象となりやすい。2018 年 4 月からは政策として「小児抗菌薬適

正使用支援加算（以下、ASP 加算）」が開始された。この ASP 加算が導入された頻度、抗菌薬処

方に与える影響を検討した報告は乏しく、全国規模での検討はない。我々は 2016 年 4 月から

2019 年 3 月でのレセプト情報・特定健診等情報データベース（NDB）を用いて、感染症関連病

名で受診した 1 歳未満の患者群を抽出し、ASP 加算の導入頻度を調査した。また、3 年間の推移

を追い、ASP 加算の導入群と非導入群に分けて、抗菌薬処方、鎮咳去痰薬の処方、入院率、時間

外受診の変化を検討した。ASP 加算の導入前後で、抗菌薬処方は 228.6 DOTs/1000 cases （17.8%）

の減少が見られた。また、鎮咳去痰薬や抗ヒスタミン薬といった対症療薬についても、それぞれ

256.9 DOTs/1000 cases、198.5 DOTs/1000 cases 減少が認められた。一方で、入院率、時間外受診

については増加しなかった。ASP 加算は比較的安全に抗菌薬適正使用を推進する政策となりう

ることが示唆された。 

 

研究協力者 

大久保祐輔（国立成育医療研究センター臨

床疫学・ヘルスサービス研究室) 

森崎菜穂（国立成育医療研究センター社会

医学研究部） 

木下典子（国立国際医療研究センター総合感

染症科） 

宮入烈（国立大学法人浜松医科大学小児科） 

 

Ａ. 研究目的 

薬剤耐性菌対策は喫緊の課題であり、日本政

府は、 2016 年 4 月に薬剤耐性 (AMR, 

antimicrobial resistance)対策アクションプラン

を発表した[1]。枠組みの一つとして、医療機

関における抗微生物薬使用量の動向の把握を

掲げ、その中で成果指標として、内服抗菌薬

使用量の半減を数値目標としている。これま

での本邦の大規模調査において内服抗菌薬処

方が多いことが明らかになり、AMR対策にお

いて重要なターゲットであると考えられてい

る[2]。当研究班では AMR 対策を推進するた

め、本邦における小児の内服抗菌薬使用実態

を調査してきた。内服抗菌薬は、乳幼児期（1-

5 歳）に多く、抗菌薬の種類としては第三世代

セファロスポリン系、マクロライド系抗菌薬

が多いこと、また処方される疾患名は気道感

染症が多いことを明らかにしてきた[3.4]。 

2018 年 4 月からは政策として「小児抗菌薬

適正使用支援加算（以下、ASP 加算）」が開始

された。この加算が導入された頻度、抗菌薬
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処方に与える影響を検討した報告は乏しく

［5］、ASP 加算の導入頻度や効果を検討する

ことを目的として研究を実施した。 

 

Ｂ. 研究方法 

1）患者対象と研究期間 

感染関連病名で受診した患者のうち 2016年 4

月に 1 歳未満であった患者を抽出し、2016 年

4月から 2019年 3月までの期間を追跡調査し

た。 

 

2）データベース 

レセプト情報・特定健診等情報データベース

（NDB）［6］の調剤レセプトから下記の項

目を抽出した。 

 

3）データの抽出項目 

性別、年齢、処方年月日、処方医療機関の所在

する都道府県、抗菌薬処方、薬剤処方（鎮咳去

痰薬）感染症関連受診、ASP 加算、入院、時

間外受診の有無 

 

4) 感染症関連病名の抽出 

International Classification of Diseases, Tenth 

Revision code (ICD-10 code)を用いて抽出し

Clinical Classification Software (CCS) コードで

分類した。 

 

5）抗菌薬の抽出項目、分類 

抗菌薬は、WHO の定めた医薬品分類である

ATC 分類の J01 に該当する項目から内服抗菌

薬を抽出した。 

 

6) 抗菌薬の使用密度 

抗菌薬処方日数（Days of therapy：DOTs）を用

いて算出した。感染症病名での受診者に関し

ては、抗菌薬処方は、DOTs / 1000 cases（DOTs

を感染症病名での受診者数で除したもの）で

評価した。 

 

7）統計学的解析 

ASP加算の有無での比較には、propensity-score

（PS）を用いてマッチさせ、difference-in-

differences (DID) analyses を用いた。 

統計ソフトは Stata software version 16.1 

(StataCorp LP, TX, USA).を用いた。 

 

8）倫理的配慮 

国立成育医療研究センターの倫理委員会で承

認を得た。（受付番号：1491） 

 

Ｃ．結果 

10,180 件の医療施設で 553,128 の 1 歳未満の

小児が抽出された。そのうち 2,959（29%）の

施設で ASP 加算を導入していた。都道府県別

の ASP 加算の導入頻度を図 1 に示した。導入

頻度は 4.8～45.5%と幅があった。 

ASP 加算群では、抗菌薬投与が 228.6 

DOTs/1000 cases （95%CI, -272.4 to -184.9）

減少していた（図 2）。また、呼吸器症状に対

する処方薬は 256.9 DOTs/1000 cases（95%CI, 

-379.3 to -134.5）減少し、抗ヒスタミン薬処方

も 198.5 DOTs/1000 cases（95%CI, 282.1 to -

114.9）減少した。一方、時間外受診（-4.43 

events/1000 cases; 95%CI, -12.8 to 3.97）や、入

院率（-0.08 events/1000 cases; 95%CI, -0.48 to 

0.31)）の増加は認めなかった（図 3）。 

 

 Ｄ. 考察 

2018年 4月に開始された ASP加算は、今回

の研究対象期間では導入施設は約 30%にとど

まっていた。ASP加算の導入頻度は、東北地
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方や中国地方でやや低い傾向が見られた。地

域のばらつきの理由については不明であるが、

今後も全国的な抗菌薬適正使用の啓発が望ま

れる。 

また、ASP 加算群では、抗菌薬処方頻度は減

少していた。 Muraki らの報告では NDB の

5%をカバーする IQVIA のデータベースを用

いた研究で ASP 加算により抗菌薬処方頻度

が減少したと報告しており［5］、本検討でも

同様の傾向が見られていた。英国での調査で

は、保護者の希望が抗菌薬や感冒薬の処方へ

与える影響が報告されており［7］、抗菌薬を

処方しない代わりに別の薬剤を処方する傾向

がみられないか懸念されたが、鎮咳去痰薬や

抗ヒスタミン薬（いわゆる感冒薬）の処方は

増加せず、むしろ軽度の減少がみられた。さ

らに、政策の安全性評価のための項目として、

入院率や時間外受診についても評価したが、

共に ASP 加算群の影響により増加はみられ

ず、政策の安全性が示唆された。既報［6］で

は他の薬剤、入院率、時間外受診などは評価

できていないため、本検討の意義は大きいと

考える。 

本検討では、限定した患者群で追跡を行った

が、加算の導入が、研究対象外の患者群にど

の程度影響を与えたのかについては明らかに

できていない。また、2020 年より 6歳未満に

対象年齢が引き上げられているが、本検討で

は研究期間の対象外である。引き続き検討が

必要と考える。 

 

E.結論 

 ASP 加算は入院率、時間外受診を増加さ

せることなく、抗菌薬処方の減少に寄与した。 

 

Ｆ. 研究発表  

1.論文発表：Yusuke Okubo, Kazuhiro Uda, 

Noriko Kinoshita, Isao Miyairi, et al. The 

consequence of financial incentives for not 

prescribing antibiotics: a Japan's 

nationwide quasi-experiment. International 

Journal of Epidemiology. 2022 Mar 

30;dyac057. doi: 10.1093/ije/dyac057. 

 

2.学会発表：なし 

 

Ｇ. 知的財産権の出願・登録状況  

1. 特許取得 ：なし  

2. 実用新案登録 ：なし  

3. その他 ：なし  

 

 

図 1. 2016－2019年の小児抗菌薬適正使用支

援加算の導入頻度（都道府県別） 
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図 2. 小児抗菌薬適正使用支援加算の導入前

後での抗菌薬処方の推移 

（橙色：加算導入群、黒色：対象群） 

 

図 3：ASP 加算による抗菌薬、広域抗菌薬、

鎮咳去痰薬、抗ヒスタミン薬の処方、時間外

受診、入院、医療費への影響 

 

［参考文献］ 

1.  国際的に脅威となる感染症対策関係

閣僚会議. 薬剤耐性(AMR)対策アク

ションプラン  [cited 2018 April, 

30th  2018]; Available from: 

http://www.mhlw.go.jp/file/06-

Seisakujouhou-10900000-

Kenkoukyoku/0000120769.pdf. 

2. Yamasaki, D., et al., The first report 

of Japanese antimicrobial use 

measured by national database 

based on health insurance claims 

data (2011-2013): comparison with 

sales data, and trend analysis 

stratified by antimicrobial category 

and age group. Infection, 2018. 

46(2): p. 207-214. 

3. Kinoshita N, Uda K, Miyairi I, et 

al.Nationwide study of outpatient 

oral antimicrobial utilization 

patterns for children in Japan 

(2013-2016).J Infect Chemother. 

2019 Jan;25(1):22-27. 

4. Uda K, Okubo Y, Kinoshita N, 

Miyairi I, et al.Nationwide survey of 

indications for oral antimicrobial 

prescription for pediatric patients 

from 2013 to 2016 in Japan.J Infect 

Chemother. 2019 Oct;25(10):758-

763. 

5. Muraki Y, Kusama Y, Tanabe M,et 

al.Impact of antimicrobial 

stewardship fee on prescribing for 

Japanese pediatric patients with 

upper respiratory infections.BMC 

Health Serv Res. 2020 May 

11;20(1):399.  

6. レセプト情報・特定健診等情報の提供

に関するホームページ .  30th 

March, 2018]; Available from: 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakuni

tsuite/bunya/kenkou_iryou/iryouho

ken/reseputo/index.html. 

7.    Cole A. GPs feel pressurised to 

prescribe unnecessary antibiotics, 

survey finds. BMJ. 2014 Aug 19;349. 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

           

     

       

       

         

     

  

   



23 

 

厚 生 労 働 科 学 研 究 費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 

令和 3 年度 分担研究報告書 

 

ナショナルデーターベースを用いた本邦における小児の内服抗菌薬の使用実態に関する研究 

研究分担者 岩元 典子 (国立国際医療研究センター  国際感染症センター) 

 

 

研究要旨 

抗菌薬使用量は、約 9 割が内服抗菌薬とされており、これらの抗菌薬の大部分は外来で処方

されている。そのため外来患者に対する抗菌薬の処方は重要な抗菌薬適正使用の対象となっ

ている。加えて経口抗菌薬処方量全体に占め 15 歳未満の小児の処方量が多いことも明らか

にされてきた。2016 年に日本政府によって薬剤耐性(AMR)対策アクションプラン(2016-2020)

が策定され、その一環として小児外来患者に対しても様々な抗菌薬適正使用対策に向けての

活動が行われている。そこで今後、抗菌薬適正使用を推進すべきターゲットや抗微生物薬の

使用状況について 詳細な調査を行うべきターゲットを明らかにするために、AMR 対策アク

ションプランの策定前と策定後の小児の全国の経口抗菌薬使用量の変化を詳細に評価した。

抗菌薬使用量(AMU: Antimicrobial Usage)の変化は、年齢によって異なっていた。具体的には、

8 歳以下の患者では使用量が減少し、15 歳以上の患者では増加した。 第 2 に、病院、診療

所ともに、2016 年以降は、抗菌薬の処方は減少する傾向にあった が病院の処方がより低下

した。第 3 に、パイロットエリアの調査では、小児外来経口抗菌薬全体の 35%が耳鼻科医院

で処方され、8%が皮膚科医院で処方されていることが 明らかになった。両診療科医院からの

抗菌薬処方は 2011 年から 2018 年にかけて増加 する傾向にあった。 

AMR 対策アクションプランの制定前後で 8 歳未満、小児領域の抗菌薬使用量は減ったが、

15 歳以上や専門診療科領域での抗菌薬使用量は増えた。今後これらの年齢層、領域も対象と

した施策が望まれる。 

研究協力者 

森崎菜穂（国立成育医療研究センター 社会

医学部） 

宮入烈 (浜松医科大学医学部 小児学講座） 

宇田和宏（岡山大学病院 小児科） 

 

 

A. 研究方法 

1）患者対象と研究期間 

2011 年 1 月から 2018 年 12 月までに本邦の医

療機関を受診した 0-19 歳の患者に対して、処

方された抗菌薬処方内容を調査した。処方す

る医療機関の診療科毎の変化を調べるために、

5 つの都市をパイロットエリアとして選択し
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た。 

 

2）データベース 

レセプト情報・特定健診等情報データベース

（NDB）の調剤レセプトおよび医科レセプ

ト、歯科レセプトから下記の項目を抽出し

た。 

 

3）データの抽出項目 

年齢、処方年月日、抗菌薬処方内容、抗菌薬

処方量、第一標榜科を掲げる診療科、病診区

分 

 

4）抗菌薬の抽出項目、分類 

抗菌薬は、WHO の定めた医薬品 分類である

ATC 分類の J01 に該当する項目から内服抗菌

薬を抽出した。 

 

5) 抗菌薬の使用密度 

抗菌薬処方日数（Days of therapy：DOTs）を用

いて算出した。年次推移の比較の際は、小児

人口で補正を行った DOT/PID days of therapy 

(DOTs) per 1000 pediatric inhabitants per day を

用いた。 

 

6)パイロットエリア 

AMR 対策アクションプランの一環で、小児

外来患者に対する効果的な抗菌薬適正 

使用の方法を策定するために、研究班のメン

バーが各地域で普及啓発、動向調査、抗微生

物剤の適正使用の活動を行ってきた。研究班

のメンバーが所属する医療機関の周辺地域で

ある 5 つの都市をパイロットエリアとして

選出した。 

 

7)人口補正は総務省統計局のホームページに

掲載される各年の 10 月 1 日現在の値を用い

た。 

 

8）倫理的配慮 

国立成育医療研究センターの倫理委員会で承

認を得た。（受付番号：1491） 

 

B．結果 

小児の経口抗菌薬使用量の DOTs/PID は、

AMR 対策アクションプランが策定された後、

18.7%減少した(策定前:29.5 DOTs/PID vs. 策

定後:24.04 DOTs/PID; P = 0.008)。AMR 対策ア

クションプラン実施後、0~8 歳では抗菌薬使

用量 (DOTs/PID)が有意に減少した。15、17~19 

歳では有意に増加していることが明らかにな

った(図 1)。AMR 対策アクションプラン実施 

後、抗菌薬使用量(DOTs/PID)は、広域ペニシリ

ン ( 年 間 推 定 変 化 量  0.051 DOTs/PID 、 

p=0.003)とキノロン系抗菌薬(年間推定変化量 

0.047 DOTs/PID, p=0.262)が増加し、 第 3 世

代セファロスポリン(年間推定変化量 -0.168 

DOTs/PID, p=0.073)とマクロライド系抗菌薬

の使用量(年間推定変化量  -0.610 DOTs/PID, 

p< 0.001)が減少したことが 確認された。15 

歳以上の抗菌薬種類別の内訳に注目すると、

マクロライド系が 38.2%、 第 3 世代セファ

ロスポリン系が 20.8%、テトラサイクリン系

が 20.3%、キノロン系が 10.2%であった。
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15~19 歳の年齢層では、第三世代セファロス

ポリン系とテトラサイクリン系の DOTs/PID 

がそれぞれ 27%(策定前: 2.45DOTs/PID、策定

後: 3.11DOTs/PID)、 1%(策定前: 2.84DOTs/PID、

策定後: 2.86DOTs/PID)増加した。 

パイロットエリアの対象となったのは、

3,675 の医療機関であった。0~19 歳の 

小児へ抗菌薬を処方している医療機関の内訳

は、耳鼻科医院での処方が最も多く(35 %)、

次いで小児科医院(25%)、小児科の標榜のあ

る病院(12%)、小児科標榜医院(10 %)、皮膚

科医院(8%)、内科医院(7%)、小児科標榜のな

い病院(1%)であった(図 2a)。 

線形解析の結果、DOTs/PID は、病院(小児

科標榜あり(年間推定変化量 -0.073 

DOTs/PID, p= 0.012)、小児科標榜なし(年間

推定変化量 -0.015 DOTs/PID, p< 0.001)) 

と小児科標榜医院(年間推定変化量 -0.136 

DOTs/PID, p=0.002)、内科医院(年間推定 

変化量 -0.014 DOTs/PID, p=0.037)、その他

の診療所(年間推定変化量 -0.092 DOTs/PID, 

p=0.001)では期間中に有意に減少したが、皮

膚科医院(年間推定変化量 0.061 DOTs/PID, 

p=0.004)では有意に増加した。AMR 対策ア

クションプラン策定 前後の DOTs/PID 値

を測定したところ、小児科医院の 

DOTs/PID は 17.8%減少、小児科標榜のあ

る病院の処方は 18.8%減少、小児科標榜医

院の処方は 32.9%減少、内科医院の処方は 

32.8%減少した。一方、耳鼻科医院の処方は 

3.71%増加し、皮膚科医院の処方は 21.14 %

増加した。 

抗菌薬処方が増加した専門診療科の詳細を解

析すると、耳鼻科医院では、マクロライド系

が  41.4%、第三世代セファロスポリンが 

29.2%、ペニシリン系が 11.2%、キノロン系

抗菌薬が 6.6%処方されており、キノロン系

抗菌薬は AMR 対 策アクションプラン策定

前後の DOTs/PID 値は 30.8%増加した。皮

膚科医院では、テトラサイクリン系抗菌薬が 

37.1%、マクロライド系抗菌薬が 31.6%(ロキ

シスロマイシン は 23.7%、クラリスロマイ

シンは 7.7%)、第三世代セファロスポリンが 

17.4%、ファロペネムが 5.9%であった。AMR 

対 策 ア ク シ ョ ン プ ラ ン 策 定 前 後 の 

DOTs/PID 値は、テトラ サイクリン系抗菌

薬が 22.5%、マクロライド系抗菌薬が 26.9%

それぞれ増加した。 

C.結論 

AMR 対策アクションプランの制定前後で 

8 歳未満、小児領域の抗菌薬使用量は減った 

が、15 歳以上や専門診療科領域での抗菌薬使

用量は増えた。今後これらの年齢層、領域も

対象としたサーベーランスや施策が望まれる。 

D. 研究発表  

1. 論 文 発 表 : Pediatrics International 

(accepted)  

2.学会発表：なし 

 

E. 知的財産権の出願・登録状況  

1. 特許取得 ：なし  

2. 実用新案登録 ：なし  

3. その他 ：なし  
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F.図 

図 1. 年齢別,抗菌薬種別 2011 年から 2018 

年までの小児経口抗菌薬総使用量の推移 

 

 

図 2:(a)パイロットエリアにおける小児用経

口抗菌薬を処方する医療機関の分布 

 

図 2:(b)パイロットエリアにおける臨床専門

分野別の 2011 年から 2018 年までの小児

経口抗菌薬の総使用量の推移

 

 

図 2:(c)2011-2018 年のパイロットエリアの

キノロン系、テトラサイクリン系抗菌薬の処

方の診療科別内訳 
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厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 

令和 3 年度 分担研究報告書 

 

地域における感染症対策に係る地域ネットワークの兵庫モデルの検証と展開 

研究分担者 笠井 正志 (兵庫県立こども病院・感染症内科 部長) 

 

研究要旨  

 我々は薬剤耐性菌対策として、休日・夜間急病センター(以下、急病センター) における抗菌

薬適正使用に着目し取り組みを続けている。令和 3 年度は以下 3 つに取り組んだ。1 つ目は兵

庫県内 3 施設に加え全国の急病センター5 施設をコア施設として 2016 年 4 月から 2019 年 12 月

の抗菌薬処方動向を調査した。小児への外来抗菌薬処方率は全施設で低下し 4〜9%に至った

が、第 3 世代セファロスポリン系抗菌薬処方率の施設間差と急病センターにおける成人への抗

菌薬処方率が今後の課題となることが示唆された。2 つ目は調査する抗菌薬及び診療科を変更

した。(i)神戸市ではそれ以外の抗菌薬の処方動向,(ii)姫路市では耳鼻咽喉科における抗菌薬

処方動向調査に注目した。神戸の Amoxicillin index は 53.3%であったが、そのうち適正に使

用されたのは 32.3%であり狭域抗菌薬の適正使用が課題と考えた。耳鼻咽喉科では第 3 世代セ

ファロスポリン系からアモキシシリンへの処方選択変化を認め、今後要因について検討してい

く。3 つ目は神戸市こども家庭局と協力して行っている市民教育モデルの検証である。2021 年

4 月から乳児健診案内に保護者に対する抗菌薬適正使用に関する意識調査を同封し 583 件の回

答を得た。1 歳 6 か月まで抗菌薬を処方されたと 63%が回答し、全体の 7%が医師に抗菌薬処方

を希望したことがあると回答した。抗菌薬に関する知識については「抗生物質がウイルスを減

らすと思う」と 48%が回答し、「抗生物質が風邪症状を治すと思う」と 30%が回答した。今後は

4 か月・9 か月健診に同封したリーフレットの効果を検証していく。 

 

研究協力者 

大竹正悟 (兵庫県立こども病院 感染症科) 

福田明子 (大阪大学医学部小児科） 

日馬由貴(兵庫県立尼崎総合医療センター 小

児科) 

都築慎也(AMR 臨床リファレンスセンター) 

夏木茜 (兵庫県立こども病院) 

柏坂舞 (兵庫県立こども病院) 

岡田怜 (姫路赤十字病院 小児科) 

根津麻里 (兵庫医科大学大学院医学研究科) 

明神翔太（国立成育医療研究センター） 

木村誠 (神戸こども初期急病センター) 

宅見 徹(阪神北広域こども急病センター) 

成瀬裕紀(松戸市立総合医療センター小児科) 

山田健太(福井大学小児科) 

越智史博(愛媛県立新居浜病院 小児科) 

荘司貴代 (静岡県立こども病院 感染症科) 

大西智子(奈良県立医科大学 小児科) 

三品浩基(神戸市こども家庭局) 

遠藤良 (株式会社 Port Bridge) 

 

Ａ. 研究目的 

休日夜間急病センター(以下、急病センター)

には多数の患者が訪れ、単施設で複数の医師
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が出務しており、地域の医師会を中心に出務・

運営されていることが多い。このような背景

から、我々は急病センターにおける抗菌薬処

方動向調査と教育的な介入は地域全体にも波

及する可能性があると仮定した。そして、抗

菌薬適正使用の観点から 2018 年から兵庫県

の急病センター2 施設、神戸こども初期急病

センター(以下、神戸)、姫路市休日・夜間急病

センター(以下、姫路)、における抗菌薬処方

状況モニタリングとフィードバックを行った。

その結果、抗菌薬処方率の低下および不適切

な抗菌薬処方の減少を達成した[1]。2020 年

度は兵庫県内の新たな 1 施設を加え合計 3 施

設の処方動向を比較した。2021 年度はこの取

り組みを全国の他の急病センターにも展開で

するため、まず近年の処方動向を調査した。

兵庫県内の施設では第 3 世代セファロスポリ

ン系抗菌薬以外の処方動向に注目するととも

に継続可能な取り組みを考察し(神戸)、小児

への抗菌薬処方の課題である耳鼻咽喉科にお

ける抗菌薬処方動向も調査を開始した(姫路)。

また、行政との連携を継続し、神戸市の急病

センターの抗菌薬処方動向を神戸市感染症統

合情報システムに掲載する取り組みと、乳児

健診を通じた市民教育のモデルに取り組んだ。 

 

Ｂ. 研究方法 

①兵庫県内 3 施設に加え、全国 5 ヶ所の急病

センターにおける抗菌薬処方動向調査 

 兵庫県内 3 つの急病センター(神戸、姫路、

阪神北)に加え、千葉、静岡、福井、愛媛、奈

良の 5 ヶ所の急病センターと協力し、2016 年

4 月から 2019 年 12 月までに各施設を受診し

た 15 歳以下の患者への抗菌薬処方動向を調

査した。静岡、愛媛、奈良については 16 歳以

上の成人も対象とした。各施設の医療事務シ

ステムを利用し 6 ヶ月ごとの受診患者数、抗

菌薬処方件数(全抗菌薬数、第 3 世代セファロ

スポリン系抗菌薬、アモキシシリン)、年齢、

性別を調査した。 

②(i)第 3 世代セファロスポリン系抗菌薬な

どの経口広域抗菌薬採用中止による処方動向

調査と神戸市感染症統合情報システムへの掲

載 

神戸では 2020年 4月より経口第 3世代セフ

ァロスポリン系薬であるセフジトレンピボキ

シル、ホスホマイシンの採用を中止し、採用

薬はアモキシシリン、クラリスロマイシン、

セファレキシンの 3 種類となった。それら 3

種類の抗菌薬に対し、病名および電子診療録

への記載を参考に毎月 3〜5 名(小児科医師、

薬剤師)で抗菌薬選択の適正処方の推移を検

討した。アモキシシリンの適正処方は細菌性

肺炎、中耳炎、溶連菌感染症、急性副鼻腔炎に

処方された場合、クラリスロマイシンの適正

処方はマイコプラズマ肺炎、百日咳、キャン

ピロバクター腸炎に処方された場合、セファ

レキシンの適正処方は皮膚軟部組織感染症、

尿路感染症に処方された場合と定義した。そ

の上で 2020 年 4 月から 2022 年 2 月の期間に

おける抗菌薬処方率、Amoxicillin index(処

方全体に占めるアモキシシリンの割合)、適正

処方の割合の推移を調査した。また 2020年 10

月より神戸市保健所と連携し神戸市感染症統

合情報システム 

(https://kobecity-

kmss.jp/researchresult)へ抗菌薬処方動向

を掲載した。 

②(ii)姫路急病センター耳鼻咽喉科における

抗菌薬処方動向調査および出務医師へのアン

ケート調査 

 姫路は小児科以外に耳鼻咽喉科、眼科も診
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療を行なっていることから、播州姫路地区の

耳鼻咽喉科医師と連携し耳鼻咽喉科の抗菌薬

処方動向の調査を開始した。2015 年 1 月から

2019 年 12 月までに急病センター耳鼻咽喉科

を受診した 15 歳以下の患者に対する抗菌薬

処方動向について医療事務システムを利用し

て抽出した。調査項目は全抗菌薬処方率、1000

患者あたりの各抗菌薬処方件数、疾患別 1000

患者あたりの第 3 世代セファロスポリン系抗

菌薬の処方件数である。2021 年 10 月にその

結果の共有とあわせて出務医師へのアンケー

ト調査を行った。 

③乳児健診の受診案内を利用した神戸市民の

耐性菌および抗菌薬適正使用に関する意識調

査・市民教育 

持続的、包括的な意識調査および市民教育

に取り組める点から私たちは乳児健診に注目

した。2021 年 4 月より神戸市の乳児健診案内

に抗菌薬適正使用に関する意識調査用紙(1歳

6 か月健診)、抗菌薬適正使用のリーフレット

(4 か月健診、9 か月健診)を同封した。意識調

査の回収率を上げるために、回答者には育児

に有用な PDF ファイル(スキンケア、薬の飲ま

せ方)を配布した。 

 

Ｃ．結果 

①兵庫県内 3 施設に加え、全国 5 ヶ所の急病

センターにおける抗菌薬処方動向調査 

 ①図 1 に示す通り、小児に対する 6 ヶ月毎

の抗菌薬処方率推移は経時的に低下し、2019

年 7〜12 月は全施設 4〜9%と施設間のばらつ

きは小さかった。②図 2 に小児に対する 6 ヶ

月毎の第 3 世代セファロスポリン系薬の処方

率を示した。多くの施設で経時的に処方率は

低下したが 2019 年 7〜12月が 0.5〜4%と全

抗菌薬と比較し施設間のばらつきが大きかっ

た。③図 3 では成人診療を行っている 3 施設

(静岡、奈良、愛媛)における 6 ヶ月毎の抗菌

薬処方率推移を小児と成人で比較した。同じ

急病センターにおける成人に対する抗菌薬処

方率は小児の約 2〜4 倍であった。 

②(i)第 3 世代セファロスポリン系抗菌薬な

どの経口広域抗菌薬採用中止による処方動向

調査と神戸市感染症統合情報システムへの掲

載 

 抗菌薬処方割合は 2020 年 4 月の 4.6%から

経時的に減少し2021年3月は1.4%であった。

その後、著変はなく 2022 年 2 月も 1.4%であ

った。また、期間中の Amoxicillin index は

53.3%であり、世界保健機関が推奨する AWaRe

分類[2]における Access 群 (一般的な感染症

の第一選択薬)も 91.7%と推奨される 60%を超

えていた。各抗菌薬における適正処方割合を

図 4 に示す。抗菌薬全体での適正処方割合は

51.5%で、抗菌薬毎の適正処方割合はアモキシ

シリンが 32.3%、セファレキシンが 86.4%、ク

ラリスロマイシンが 47.5%であり、アモキシシ

リンについては急性上気道炎や急性気管支炎

などの抗菌薬が不要な疾患にも処方されてい

る傾向があった。各月の抗菌薬処方率を図 5

のように神戸市感染症情報統合システムに掲

載し、医療従事者だけでなく一般市民も閲覧

可能である。 

②(ii)姫路急病センター耳鼻咽喉科における

抗菌薬処方動向調査および出務医師へのアン

ケート調査 

 5 年間の受診患者数は 5213 人で、抗菌薬処

方率は 60%程度を推移した。1,000 患者あたり

の処方件数は第 3 世代セファロスポリン系抗

菌薬が 442 から 218、カルバペネム系抗菌薬

が 59.7 から 4.7 へ減少し、アモキシシリンが

128 から 386 へ増加した。出務医師に対する
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アンケート調査では 48 名中 25 名が回答し、

「抗微生物薬適正使用の手引き 第二版」を

68%の出務医師が認知し、そのうち 88%が参

考にしていると答えた。また、中耳炎への抗

菌薬処方時にペニシリン系を選択する出務医

師の 80%が、処方理由としてガイドラインの

第一選択肢であることを答えた。 

③乳児健診の受診案内を利用した神戸市民の

耐性菌および抗菌薬適正使用に関する意識調

査・市民教育 

 2021 年 4 月〜2022 年 3月で 583 件の回答

を得た(回収率約 4.0%)。1歳 6 か月まで抗菌

薬を処方されたと 63%が回答し、全体の 7%が

医師に抗菌薬処方を希望したことがあると答

えた。抗菌薬に関する知識については「抗生

物質がウイルスを減らすと思う」と 48%が回

答し、「抗生物質が風邪症状を治すと思う」

と 30%が回答した。また「一度抗生物質を飲

み始めたらいつやめるか？」という質問には

16%が誤った選択肢(熱が下がった時など)を

答えた。9 か月健診時にリーフレットが配布

された保護者が 1 歳 6 か月の健診案内を受け

取る 2022 年 1 月以降の回答結果から 46%の

保護者がリーフレットを認識していたことが

わかった。また抗菌薬の正しい飲み方に関し

てはリーフレットを認知している保護者の正

答率がより高かった。 

 

 Ｄ. 考察 

3つの研究を通して判明した点が 3つある。 

1 つ目は、抗菌薬処方率は経時的に低下し

ており、課題は第 3 世代セファロスポリン系

抗菌薬処方率の施設間差と、成人患者に対す

る抗菌薬処方率である。AMR 臨床リファレン

スセンターが公表しているデータにおいても、

抗菌薬処方率について成人よりも小児がより

経時的に低下していた[3]。今回の調査結果を

受け、我々は簡易に多くの施設で抗菌薬処方

動向を調査するためにレセプトデータを用い

たデータ抽出ソフトの開発に取り組んだ。そ

の中で①小児外来診療料などの加算を請求し

ている、かつ②院内処方を実施している場合、

6 歳未満の抗菌薬処方状況がレセプトデータ

から抽出できないことが判明した。①・②と

もに本邦に所在する多くの急病センターの特

徴であり今後対応が必要である。 

2 つ目は、今後の課題はアモキシシリンな

どの狭域抗菌薬の適正使用と小児科以外の診

療科の抗菌薬適正使用に取り組む必要がある

点である。我々の研究班は National Database

を利用して 15 歳以下の患者に対する外来抗

菌薬処方に関して、小児科と比較し耳鼻咽喉

科や皮膚科の処方が多いことを報告している。

我々の調査結果から姫路では第 3 世代セファ

ロスポリン系抗菌薬使用が減少しており、AMR

対策に係るガイドラインの効果が推測された。

今後、今回の結果を出務医師にフィードバッ

クするとともに姫路の取り組みをモデルケー

スとして全国に波及することを検討する。 

3 つ目は、乳児健診案内への抗菌薬適正使

用に関するリーフレット同封が保護者への情

報共有として有用な可能性があるという点で

ある。9 か月健診案内に同封した「薬剤耐性菌

を増やさないための抗菌薬の正しい飲み方」

に関するリーフレットの効果か、関連する質

問への正答率が増加していた。今後も行政と

連携し調査を継続し、適切な取り組みについ

て検証していく。 

 

E.結論 

 小児に対する抗菌薬処方量は経時的に低下

しており、また小児科以外の診療科において
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も小児への抗菌薬適正使用が進んでいる可能

性が示唆された。一方で、複数施設間の比較

や広域抗菌薬抗菌薬採用中止後の処方動向を

モニタリングすることで新たな課題が判明し

た。データ抽出ソフトを急病センターに導入

するための課題も判明したため、研究班で対

応策を検討していく。 

 

Ｆ. 研究発表  

1.論文発表：  

・ Shishido A, Otake S, Kimura M, Tsuzuki 

S, Fukuda A, Ishida A, Kasai M, Kusama Y. 

Effects of a nudge-based antimicrobial 

stewardship program in a pediatric 

primary emergency medical center. Eur J 

Pediatr 2021;135:33–9. 

・ 大竹正悟, 笠井正志, 宮入烈：小児におけ

る薬剤耐性菌対策と抗菌薬適正使用(日本小

児感染症学会推薦総説), 日本小児科学会雑

誌:2021;125(4):569-578 

・ 籔下広樹, 大竹正悟, 木村誠, 神吉直宙, 

笠井正志: コロナウイルス感染症 2019 流行

に伴う急患センターにおける小児診療状況の

変 化 , 日 本 小 児 科 学 会 雑 誌 . 

2021;125(10):1471-1474 

・ 大竹正悟, 明神翔太, 宮入烈, 笠井正

志: 全国の休日・夜間急患センターの抗菌薬

適正使用の関心と取り組み, 小児科. 掲載予

定 

 

その他(執筆中) 

 

2.学会発表： 

・笠井正志：小児専門病院における抗菌薬適

正使用の実践と評価、その現状と課題, 2021

年 5 月 7 日 第 95 回日本感染症学会学術集会 

・ 柏坂舞, 大竹正悟, 日馬由貴, 都築慎也, 

三品浩基, 笠井正志：乳幼児健診を通じて行

政とともに取り組む抗菌薬適正使用, 2021 年

5 月 15 日 第 281 回日本小児科学会兵庫県地

方会 

・福田明子, 大竹正悟, 木村誠, 夏木茜, 石

田明人, 笠井正志：急患センターにおける経

口抗菌薬採用中止から見えた狭域抗菌薬適正

使用の課題, 2021 年 5 月 15 日 第 281 回日本

小児科学会兵庫県地方会 

・岡田怜, 大竹正悟, 直井勇人, 橘智靖, 久

呉真章, 笠井正志：姫路市休日・夜間急病セ

ンター耳鼻咽喉科における小児への経口広域

抗菌薬処方量減少, 2021年 5 月 15 日 第 281

回日本小児科学会兵庫県地方会 

・ Otake S, Shishido A, Kusama Y, Tuzuki 

S, Fukuda A, Kimura M, Ishida A, Kasai M: 

Effects of a nudge-based antimicrobial 

stewardship program in a pediatric 

primary emergency medical center, 2021. 

May 28 the 39th Annual Meeting of the 

European Society for Paediatric 

Infectious Diseases 

・笠井正志：外来診療における抗菌薬適正使

用, 2021 年 6 月 13 日 第 332 回小児科学会北

陸地方会 

・大竹正悟, 岡田怜, 直井勇人, 橘智靖, 久

呉真章, 笠井正志：姫路市休日・夜間急病セ

ンター耳鼻咽喉科における経口広域抗菌薬処

方量の減少, 2021 年 7 月 8日 第 16 回日本小

児耳鼻咽喉科学会総会 

・夏木茜,大竹正悟, 木村誠, 福田明子,石田

明人, 笠井正志：急患センターにおける経口

広域抗菌薬採用中止から見えた狭域抗菌薬適

正使用の課題, 2021 年 10月 8 日 第 53 回 日

本小児感染症学会・学術集会 
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・柏坂舞, 大竹正悟, 日馬由貴, 都築慎也, 

三品浩基, 笠井正志：乳幼児健診を通じて行

政とともに取り組む抗菌薬適正使用 中間報

告, 2021 年 10 月 8 日 第 53 回 日本小児感染

症学会・学術集会 

・夏木茜,大竹正悟, 木村誠, 福田明子,石田

明人, 笠井正志：急患センターにおける経口

広域抗菌薬採用中止から見えた狭域抗菌薬適

正使用の課題, 2021 年 10月 8 日 第 53 回 日

本小児感染症学会・学術集会 

 

Ｇ. 知的財産権の出願・登録状況  

1. 特許取得 ：なし  

2. 実用新案登録 ：なし  

3. その他 ：なし  

 

図 1. 全国 8 カ所の急病センターにおける小

児に対する 6 ヵ月毎の抗菌薬処方率推移 

 

図 2. 全国 8 カ所の急病センターにおける小

児に対する 6 ヵ月毎の第 3 世代セファロスポ

リン系薬の処方率推移 

図 3. 成人診療を行なっている 3 施設におけ

る 6 ヵ月毎の抗菌薬処方率推移：小児と成人

(16 歳以上)の比較 

 

図 4. 2020 年 4 月〜2022年 2 月の適正割合の

推移 

 

図 5.神戸市感染症情報統合システムへの掲載

内容  
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図 6. 姫路市休日・夜間急病センター耳鼻咽

喉科 1000 患者あたりの経口抗菌薬処方件数 

 

 

 

［参考文献］ 

[1] Shishido A, Otake S, Kimura M, Tsuzuki 

S, Fukuda A, Ishida A, et al. Effects of 

a nudge-based antimicrobial stewardship 

program in a pediatric primary emergency 

medical center. Eur J Pediatr 

2021;135:33–9.  

[2] Hsia Y, Sharland M, Jackson C, Wong 

ICK, Magrini N, Bielicki JA. Consumption 

of oral antibiotic formulations for young 

children according to the WHO Access, 

Watch, Reserve (AWaRe) antibiotic groups: 

an analysis of sales data from 70 middle-

income and high-income countries. Lancet 

Infect Dis 2019;19:67–75. 

[3] AMR 臨床リファレンスセンター.”レセプ

ト情報・特定健診等情報データベース(NDB)に

基づいた抗菌薬使用量サーベイランス 年齢

群別抗菌薬使用量 2013-2020”.  

http://amrcrc.ncgm.go.jp/surveillance/01

0/3_NDB_by_age_202010.pdf 
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令和 3 年度 厚生労働科学研究費補助金 

新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業 

分担研究報告書 

 

休日夜間急患センターにおける抗菌薬処方状況集計ツールの開発 

 

研究分担者 氏名 

宮入 烈  国立成育医療研究センター 感染症科 

笠井 正志 兵庫県立こども病院 感染症内科 

 

研究協力者 氏名 

明神 翔太 国立成育医療研究センター 感染症科 

遠藤 良 Portbridge 株式会社 

 

研究要旨  

全国の休日夜間急患センターにおける抗菌薬適正使用を進めるにあたり、各施設内での

処方状況の集計をいかに効率良く、正確に行うことができるかが重要である。本分担研究

では休日夜間急患センターにおける抗菌薬の処方状況を簡易かつ正確に集計することが

できるように、各施設が保有するレセプトコンピュータから出力される医科レセプトデ

ータを解析し、任意の方法で集計結果を表示することができるソフトウェアの開発を行

なった。昨年度はサンプルデータを用いてのベータ版の作成までの計画とし、今年度は実

際の生データを用いての完成と運用開始を目指した。運用にあたり、協力施設での導入テ

ストを行った結果、①生データの匿名化を行うために医療事務担当者に個別の手順を示

す必要があること、②包括診療を適用している施設においては 6 歳未満の患者のデータ

がレセプトデータから抽出できないことがわかった。集計結果の運用自体は検証が完了

したものの、施設ごとのレセプトコンピュータ運用状況および包括診療適用の状況に応

じて集計方法を修正する必要があることから次年度においては協力施設への導入支援を

中心に据える。 

Ａ．研究目的 

薬剤耐性菌対策は喫緊の課題であり、対策

を講じる必要がある。日本政府は、2016 年

4 月 に 薬 剤 耐 性 (AMR, antimicrobial 

resistance)対策アクションプランを発表し

た。本邦における抗菌薬処方量の約 90％は

内服抗菌薬とされているが、処方の主体で

ある地域の一次医療機関における経口抗菌

薬適正使用などの AMR 対策に関連する国

内外の研究は未だ少ない。 

これまで我々は、地域における感染対策を

推進するため抗菌薬適正使用と感染対策に

重点を置き、ナショナルデータベース

（NDB）を利用しての疫学研究を行なった。

東京多摩地区・世田谷地区・兵庫地区をモデ

ル地区に設定し、それぞれの地域内でネッ
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トワークを形成しモデル地域で AMR 対策

を推進するための手順を確立してきた。そ

の中で、我が国の現行の医療制度下でプラ

イマリケアの場においては、休日夜間急患

センター（急患センター）やクリニックを中

心に抗菌薬処方状況のモニタリングとフィ

ードバックを行うことが地域における

AMR 対策を推進するにあたり最も効率的

で効果的であると結論付けた。 

 本研究班ではこのような急患センターに

おける取り組みを全国の複数地域に展開し

ていくことを検討している。この際に抗菌

薬処方状況の集計をいかに効率良く、正確

に行うことができるかが重要である。本分

担研究の目的は、一次医療機関における抗

菌薬をはじめとした薬剤処方状況を簡易に

集計し、プライマリケア従事者に効果的に

フィードバックするためのシステムを開発

することとした。 

 

Ｂ．研究方法 

医療機関においては診療報酬請求のための

レセプトコンピュータ(レセコン）が存在し、

病名や処方等の診療内容を入力することで

保険料を保険者に請求することができる。

我々は研究協力医療機関が保有するレセコ

ンから出力されるレセプトデータを解析し、

抗菌薬処方状況を簡易に集計するためのソ

フトウェア開発を目標とした。 

ほとんどの急患センターは調剤薬局が開い

ていない時間帯での診療が主となるため、

診療と調剤が同一施設内で行われるという

性質がある。このため取り扱うレセプトデ

ータは病名や医薬品に関するデータを包含

する医科レセプトとした。 

 

ソフトウェアには以下の 3 点の機能を搭載

することを目指した。 

データインポーター 

CSV ファイルで出力される医科レセプトを

インポートする。インポートされたデータ

を本ソフトウェア用のフォーマットに変換

する。元データに個人情報が含まれている

場合は、この流れの中で個人情報削除と識

別子振り分けを行う（システム側で個人情

報を削除可能であるが、個人情報の取扱方

針が医療機関ごとに異なるため当面はアッ

プロード前に削除を行う方針）。規定上クラ

ウド利用ができない施設を想定して当初オ

ンプレミスのデータインポーターを開発し

ていたが、クラウドの開発及び運用を優先

した。 

クラウドデータベースへの保存 

取り込まれた変換済のデータを SQL デー

タベースに保存する。セキュリティ及びデ

ータの可搬性の高さからクラウドデータベ

ースを主として運用する。 

Web データビューワー 

保存されたデータは任意の集計方法で結果

を表示することができる。この際の必須集

計項目は表 1 の内容を基本とする。必須集

計項目は任意の期間・診療科・年齢などを元

に適宜フィルタリングをかけられるように

する。 

 

システムの開発に際しては、社会保険診療

報酬支払基金が公開する「レセプト電算処

理システム 電子レセプトの作成手引き -

医科-」1 に記載のレセプトデータ記録条件

仕様を参照した。また、抗菌薬の分類に際し

て は WHO が 提 唱 す る ATC 分 類

（ Anatomical Therapeutic Chemical 

Classification System）2に基づき、医科レセ

プト内に記録されている抗菌薬名は AMR

臨床リファレンスセンターが公開している

抗菌薬マスター3 をもとに商品名と一般名

の紐づけを行なった。 

 

なお令和 2 年度はテストデータを用いた開

発を行い、完成したソフトウェアはベータ
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版として令和 3 年度以降に実際の急患セン

ターのレセコンから出力される医科レセプ

トデータを用いて調整を行う方針とした。 

 

表 1. 必須集計項目 

全受診患者数 

全抗菌薬処方件数・割合 

抗菌薬別処方件数・割合 

第 3 世代セファロスポリン系抗菌薬処方件数・割合 

アモキシシリン抗菌薬処方件数・アモキシシリンインデックス 

期間内全患者のレセプト病名 
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Ｃ．研究結果 

 令和 3 年度は抗菌薬処方状況簡易集計ソ

フトウェアの運用テストを行った。以下の

機能を持つアプリケーションをそれぞれ開

発し、データのインプットから集計結果の

アウトプットを一連の流れで行うことがで

きる。システム仕様書を報告書末に添付す

る。 

 

C-0. ログイン 

あらかじめ事務局側で登録したメールアド

レス保有者に対して認証コードを発行する

（図１、図２）。認証コードを入力すること

でシステムにログインができる 

 

C-1. CSV アップローダー 

Windows OS/ブラウザ上で動作する CSV

コンバート（変換）ソフトウェアを開発し

た（図 3）。レセコンから出力した CSV は施

設側で整形せずにアップロード可能とした。 

 

C-2. Web ブラウザ抗菌薬集計アプリケー

ション 

集計結果をグラフで表示する（図 4）。必須

集計項目の表示項目やグラフの形式は図 5

〜8 のように開発途中である。現在はそれ

ぞれの項目に対して対象日の集計結果の表

示を行うのみとしているが、今後は任意の

まとまった期間（1 週間ごと・1 ヶ月ごとな

ど）での集計結果を表示し、その推移を簡

易に比較できる。 

 

図１. 

 
 

図２. 
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図 3.  

 

 

図 4.  

 

 

必須集計項目 

図 5. 全受診患者数 
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図 6. 全抗菌薬処方件数・割合 

 

 

 

図 7. 第 3 世代セファロスポリン系抗菌薬処方件数・割合 
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図 8. アモキシシリン抗菌薬処方件数・アモキシシリンインデックス 

 

 

Ｄ．考察 

 全国の急患センターにおける抗菌薬処方

状況をモニタリングすることで抗菌薬適正

使用を効率的に進めることができると考え

られる。その際に実際の処方状況をリアル

タイムに正確かつ効率的に把握できること

が重要である。本分担研究では急患センタ

ーが保有するレセコンから出力される医科

レセプトを解析して、抗菌薬処方状況を任

意の集計方法で表示することができるソフ

トウェアの開発を行った。 

 実際の開発に際しては、レセコンのメー

カーが施設ごとに異なる中でも保険請求を

行う際のレセプトのフォーマットは共通し

ているという前提のもと、社会保険診療報

酬支払基金が公開している「レセプト電算

処理システム 電子レセプトの作成手引き 

-医科-」1に記載のレセプトデータ記録条件

仕様を参照した。同様に公開されている医

科レセプトのサンプルデータを用いて、表

1 に示したような必須集計項目は簡易に表

示することができるようになった。令和 2

年度はベータ版作成までを目標にしていた

ため、概ね研究計画通りの進捗であった。

令和 3 年度では実際の協力急患センターが

保有するレセコンから出力されるサンプル

データを用いてソフトウェアが稼働するか

どうかを検証した。データの集計は問題な

く行えたものの、集計結果を確認する中で

「包括診療」により 5 歳未満の診療データ

が反映されていないことが確認された。こ

の後、協力施設との調査により「包括診療」

適用している施設においてはレセコンから

容易には「包括診療」の対象となる診療デ

ータが抽出できないことが判明した。電子

カルテから抽出したデータの運用等も検証

した。ソフトウェア側での対応については

問題がないものの、協力施設における電子

カルテの運用状況がレセコンの習熟度以上

にばらつきがあることが複数施設へのヒア

リングからわかったことから保留としてい

る。また、「包括診療」以外の問題としてレ

セコンからデータを抽出する際の匿名化作

業については医療事務担当者の習熟度およ

びレセコン提供事業者の協力姿勢によって

難易度が異なることもわかった。 

 

Ｅ．結論 
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 レセコンから出力される医科レセプトを

解析し、抗菌薬の処方状況を簡易に集計す

ることができるソフトウェアの運用におい

て以下の点をクリアすることが次年度の課

題となる。①医科レセプト匿名化作業方法

の統一化及び簡便化、②「包括診療」適用施

設におけるレセコン提供事業者との連携。 

 さらに、本研究班においては集計結果を

市民や行政関係者に開示することで広範囲

に AMR の啓蒙普及を行うことも目指して

いる。そこで、次年度では施設における運

用改善を目指すとともにウェブにおけるデ

ータの開示についても運用検証を行いたい

と考えている。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  特になし 

 

Ｇ．研究発表 

 １.  論文発表 

    なし 

 ２． 学会発表 

    なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし 

 

参考文献 

社会保険診療報酬支払基金. レセプト電算

処理システム 電子レセプトの作成手引き 

-医科-. 

https://www.ssk.or.jp/seikyushiharai/rezep

t/iryokikan/iryokikan_02.files/jiki_i01.pdf  

(2021 年 5 月 1 日アクセス) 

WHO Collaborating Centre for Drug 

Statistics Methodology. International 

language for drug utilization research. 

ATC/DDD. https://www.whocc.no/ (2021

年 5 月 1 日アクセス) 

AMR 臨床リファレンスセンター. 抗菌薬

マ ス タ ー . 

https://amrcrc.ncgm.go.jp/surveillance/03

0/20181128172757.html (2021 年 5 月 1 日

アクセス) 
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添付：システム仕様書 

 

各ページと機能 

ホームページ 

ホームでは初回はログイン、ログイン後はグラフを操作できます。 

ログイン前 

このページではメールアドレスと認証コードを用いてログインすることが出来ます。 

以下の手順でログインできます。 

1. メールアドレスを入力し「認証コードを送信する」をクリックします。 

2. 認証コードが「salmon@portbridge.co」から送信されます。 

3. 送信された 6 桁の数字を入力し「検証する」をクリックします。 

4. 認証コードが正しい場合はログインに成功します。 

 

ログイン後 

このページは以下の機能を持っています。 

- 「集合」と「系列」を切り替えグラフを生成する。 

- タブ「全抗菌薬」「セフェム系」から別のグラフへ遷移する。 

- ボタン「アップロード」から UKE ファイルをアップロードする。 

- メニューから各種機能へアクセスする。 

- ログアウトする。 
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全抗菌薬グラフページ 

このページではグラフを見ることが出来ます。グラフは以下の 5 つに分類されタブから遷

移することが出来ます。 

- 全抗菌薬 

- セフェム系 

- アモキシシリン系 

- マクロライド系 

- ニューキノロン系 

基本的にグラフページは以下の機能を持っています。 

- グラフを表示する。 

- グラフの種類を切り替える。 

- 期間を変更する。 

- 処方された製品を表示する。 

- グラフの数値を表示する。 

このページは以下のグラフページに遷移できます。 

- 処方率のグラフ 

- 処方件数のグラフ 

- 処方内訳のグラフ 
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- 処方割合のグラフ 

- 年齢内訳のグラフ 

 

 

セフェム系抗菌薬グラフページ（例） 

基本的に「全抗菌薬グラフページ」と同じ機能を持っています。 

このページは以下のグラフページに遷移できます。 

- 処方割合のグラフ 

- 処方件数のグラフ 

- 年齢内訳のグラフ 
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レセプト検索ページ 

このページではアップロードされたレセプトを検索することができ、以下の機能を持って

います。 

- データを閲覧する。 

- データをテキストで検索する。 

- ページを切り替えて次のデータを取得する。 

- データをリロードする。 
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医療品検索ページ 

このページではグラフで使用される可能性のある医療品のマスターデータを検索すること

ができます。このページの基本的な機能は「レセプト検索」と同じです。 
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医療機関検索ページ 

このページではアップロードされたレセプトから検出された医療期間を検索することがで

きます。このページの基本的な機能は「レセプト検索」と同じです。 

 

ユーザー管理ページ 

このページは以下の機能を持っています。 

- データを閲覧する。 

- データをテキストで検索する。 

- ページを切り替えて次のデータを取得する。 

- データをリロードする。 

- ログイン可能なメールアドレスを追加する。 
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Web アプリケーションの仕様 

本製品は PC のブラウザで使用する Web アプリケーションです。 

任意のブラウザから以下の URL にアクセスすることで利用できます。 

 (https://salmon.portbridge.co/) 

 

推奨環境 

推奨するブラウザは Google Chrome のみです。いずれのブラウザも最新のバージョンで利

用し JavaScript と Cookie を有効にした状態でアクセスする必要があります。また、本製品

はオフラインに対応していないため、インターネットへの接続が必要です。 

基本機能 

基本的な機能は以下の通りです。 

- ログインとユーザーの招待 

- UKE ファイルのアップロード 

- 抗菌薬のグラフ 

- データの検索 

利用の流れ 

本製品を利用するにはメールアドレスと認証コードを用いたログインが必要です。また事

前にメールアドレスが招待されている必要があります。 

以下の流れでログインできます。 

- ブラウザで URL を入力する 

- メールアドレスを入力し認証コードを取得する 

- 届いたメールを確認し、認証コードを入力してログインする 

要件定義 

各ページはこれらの要件定義を満たすように設計されてます。 

ページ 項目 

ホーム 認証コードを送信する 

ホーム ログインする 

https://salmon.portbridge.co/
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ホーム 「集合」と「系列」を切り替えグラフを生成する 

ホーム タブ「全抗菌薬」「セフェム系」から別のグラフへ

遷移する 

ホーム ボタン「アップロード」から UKE ファイルをア

ップロードする 

ホーム メニューから各種機能へアクセスする 

ホーム ログアウトする 

グラフ・抗菌薬 期間を変更する 

グラフ・抗菌薬 処方された製品を表示する 

グラフ・抗菌薬 グラフの数値を表示する 

グラフ・抗菌薬 グラフの種類を切り替える 

グラフ・抗菌薬 処方率のグラフを表示する 

グラフ・抗菌薬 処方件数のグラフを表示する 

グラフ・抗菌薬 処方内訳のグラフを表示する 

グラフ・抗菌薬 処方割合のグラフを表示する 

グラフ・抗菌薬 年齢内訳のグラフを表示する 

グラフ・セフェム系抗菌薬 処方割合のグラフを表示する 

グラフ・セフェム系抗菌薬 処方件数のグラフを表示する 

グラフ・セフェム系抗菌薬 年齢内訳のグラフを表示する 

グラフ・アモキシシリン系抗菌薬 アモキシシリンインデックスのグラフを表示す

る 

グラフ・アモキシシリン系抗菌薬 処方件数のグラフを表示する 

グラフ・アモキシシリン系抗菌薬 処方内訳のグラフを表示する 

グラフ・マクロライド系抗菌薬 処方割合のグラフを表示する 

グラフ・マクロライド系抗菌薬 処方件数のグラフを表示する 

グラフ・マクロライド系抗菌薬 処方内訳のグラフを表示する 

グラフ・ニューキノロン系抗菌薬 処方割合のグラフを表示する 
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グラフ・ニューキノロン系抗菌薬 処方件数のグラフを表示する 

グラフ・ニューキノロン系抗菌薬 処方内訳のグラフを表示する 

レセプト検索 データを閲覧する 

レセプト検索 データをテキストで検索する 

レセプト検索 ページを切り替えて次のデータを取得する 

レセプト検索 データをリロードする 

医療品検索 データを閲覧する 

医療品検索 データをテキストで検索する 

医療品検索 ページを切り替えて次のデータを取得する 

医療品検索 データをリロードする 

医療機関検索ページ データを閲覧する 

医療機関検索ページ ページを切り替えて次のデータを取得する 

医療機関検索ページ データをリロードする 

ユーザー管理ページ データを閲覧する 

ユーザー管理ページ データをテキストで検索する 

ユーザー管理ページ ページを切り替えて次のデータを取得する 

ユーザー管理ページ データをリロードする 

ユーザー管理ページ ログイン可能なメールアドレスを追加する 

 

ページ 

Web アプリには以下のページを存在します。グラフのページは用途に合わせて複数のペー

ジが存在します。 
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それぞれのページの用途とパスは以下のようになっています。 

名前 目的 パス 

ホーム ログインする / 

グラフ・抗菌薬・処方率 グラフを見る /graphs/antibiotics 

グラフ・抗菌薬・処方件数 グラフを見る /graphs/antibiotics/count 

グラフ・抗菌薬・処方内訳 グラフを見る /graphs/antibiotics/breakdown 

グラフ・抗菌薬・処方割合 グラフを見る /graphs/antibiotics/percentage 

グラフ・抗菌薬・年齢内訳 グラフを見る /graphs/antibiotics/age 

グラフ・セフェム系・処方割

合 

グラフを見る /graphs/cephem 

グラフ・セフェム系・処方件

数 

グラフを見る /graphs/cephem/count 

グラフ・セフェム系・年齢内

訳 

グラフを見る /graphs/cephem/age 

グラフ・アモキシシリンイ

ンデックス 

グラフを見る /graphs/ampc 

グラフ・アモキシシリン系・

処方件数 

グラフを見る /graphs/ampc/count 

グラフ・アモキシシリン系・

処方内訳 

グラフを見る /graphs/ampc/breakdown 
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グラフ・マクロライド系・処

方割合 

グラフを見る /graphs/macrolide 

グラフ・マクロライド系・処

方件数 

グラフを見る /graphs/macrolide/count 

グラフ・マクロライド系・処

方内訳 

グラフを見る /graphs/macrolide/breakdown 

グラフ・ニューキノロン系・

処方割合 

グラフを見る /graphs/quinolon 

グラフ・ニューキノロン系・

処方件数 

グラフを見る /graphs/quinolon/count 

グラフ・ニューキノロン系・

処方内訳 

グラフを見る /graphs/quinolon/breakdown 

ユーザー管理 ユーザーを管理する /users 

レセプト検索 レセプトを検索する /recepts 

医療品検索 医療品を検索する /medicines 

医療機関検索 医療機関を検索する /institutions 

 

サーバーサイドの仕様 

本製品はクラウドサービスを用いて構築されており、大きく分けて以下の構成になってい

ます。 

- Web アプリケーション（Web アプリ） 

- アプリケーションサーバー 

- データベース 

- CI/CD 

- ロギング 

- メールサービス 
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具体的にはこれらの外部製品が使用されています。 

製品 目的 

mailgun メールの送信 

GitHub CD/CI 

Google Domains DNS 

Google Analytics アクセス解析 

Sentry エラーの検出とロギング 

Render ホスティング 

Discord エラーの通知 

 

ホスティング 

アプリケーションサーバーとデータベースは 

Render (https://render.com/)を用いてホスティングしています。それぞれ以下の設定にな

っています。 

- アプリケーションサーバー  

Node.js (https://nodejs.org/ja/） 
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-データベース  

PostgreSQL (https://www.postgresql.org/) 

また、それぞれ検証環境と本番環境の 2 つを作成しています。 

ロギング 

Web アプリとアプリケーションサーバーのロギングに 

Sentry(https://sentry.io/)を使用しています。 

導入には以下の目的があります。 

- 障害の発生を通知する 

- 発生した障害とログを収集する 

- 計算処理や通信のパフォーマンスを計測する 

API について 

Web アプリケーションの API は PRC（Programmable Remote Client）で設計されており以

下のエンドポイントが存在します。 

パス 目的 

/api/rpc/getGraphAntibiotics グラフデータを取得する 

/api/rpc/findInstitutions 医療機関を検索する 

/api/rpc/login ログインする 

/api/rpc/logout ログアウトする 

/api/rpc/sendLoginPassword ログイン認証コードを送信する 

/api/rpc/findMedicines 医療品を検索する 

/api/rpc/uploadRecepts レセプトをアップロードする 

/api/rpc/inviteUser ユーザーを招待する 

/api/rpc/findUsers ユーザーを検索する 

 

データベースについて 

本製品は「PostgreSQL」データベースを使用しています。データベースは 

Prisma (https://www.prisma.io/)を用いてマイグレーションされています。 

データベースのテーブルはこのような関係になっています。 
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令和４年5月1日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 兵庫県立こども病院 

 
                      所属研究機関長 職 名  院長 
                                                                                      
                              氏 名  飯島一誠          
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業                       

２．研究課題名  地域における感染症対策に係るネットワークの標準モデルを検証・推進するための研究           

３．研究者名  （所属部署・職名）感染症内科・部長                                 

    （氏名・フリガナ）笠井正志・カサイマサシ                             

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
□   ☑ □ 

 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □  ☑ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講  ☑  未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑  無 □（無の場合はその理由：                 ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和４年 5月 10日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 国立国際医療研究センター 

 
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名  国土 典宏      
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業                       

２．研究課題名  地域における感染症対策に係るネットワークの標準モデルを検証・推進するための研究           

３．研究者名  （所属部署・職名）    総合感染症科 医師                            

    （氏名・フリガナ）     岩元 典子 イワモトノリコ                        

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立成育医療研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和４年  ３月  １６日 
厚生労働大臣 殿                                                                              

                                   
                              機関名 国立大学法人岡山大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 槇野 博史           
 

   次の職員の令和 3年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業                                        

２．研究課題名 地域における感染症対策に係るネットワークの標準モデルを検証・推進するための研究                                          

３．研究者名  （所属部署・職名）小児科・医員                                 

    （氏名・フリガナ）宇田 和宏・ウダ カズヒロ                             

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

 


